
別紙２

実
行
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算

補
助
金
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自
治
事
務

法
定
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託
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務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

福井運動公園整備事業 元気な県政 ○ H24 1 1 ○ 9,800 0 0 9,800 ○ 0

養護教員研修事業 ○ H元 24 2 ○ 135 0 0 135 ○ ○ ○ 0

日本スポーツ振興センター共済掛金負担金 ○ S35 53 1 ○ 33,978 0 27,166 6,812 ○ ○ ○ ○ 0

学校保健会補助金 ○ S27 61 1 ○ 108 0 0 108 ○ ○ △ 11

小学校低学年における正しい歯磨き推進事業 元気な社会 ○ H23 2 1 ○ 961 0 0 961 ○ ○ ○ ○ △ 60

学校保健課題解決支援事業 元気な社会 ○ H24 1 1 ○ 746 746 0 0 ○ △ 43

性に関する教育指導推進事業 ○ H20 5 1 ○ 400 400 0 0 ○ ○ ○ △ 26

学校栄養職員研修 ○ H元 24 2 ○ 168 0 0 168 ○ ○ ○ △ 74

夜間学校給食費 ○ S58 30 1 ○ 1,132 0 0 1,132 ○ ○ ○ 0

「ふくいをおいしく食べる」食育推進事業 元気な産業 ○ H23 2 2 ○ 1,435 1,273 0 162 ○ ○ ○ ○ △ 58

学校給食安全確認事業 ○ H24 1 1 ○ 1,225 1,225 0 0 ○ 0

学校安全防災推進事業 元気な社会 ○ H24 1 2 ○ 4,796 4,296 0 500 ○ △ 558

被災児童・生徒就学支援事業 ○ H23 2 1 ○ 1,768 0 1,768 0 ○ 0

小学校低学年体育支援事業 元気な県政 ○ H24 1 1 ○ 1,605 0 0 1,605 ○ △ 230

各種団体大会等補助 ○ ○ S24 64 9 ○ 134,068 5,635 0 128,433 ○ ○ ○ ○ ○ △ 102,672

地域スポーツ人材の活用実践支援事業 元気な社会 ○ H20 5 1 ○ 1,873 1,873 0 0 ○ ○ 0

高校生部活動応援事業 ○ H22 3 1 ○ 5,000 0 5,000 0 ○ 0

福井県スポーツ推進審議会 元気な県政 ○ S37 50 1 ○ 712 0 0 712 ○ ○ 0

各種団体補助（社会体育） ○ S25 63 4 ○ 102 0 0 102 ○ ○ ○ ○ △ 30

スポーツ指導者養成活用事業 元気な県政 ○ H10 15 1 ○ 49 0 0 49 ○ ○ ○ ○ △ 49

広域スポーツセンター事業 元気な県政 ○ H15 10 3 ○ 7,856 4,975 1,860 1,021 ○ ○ ○ △ 43

スポーツ尐年団育成費 元気な県政 ○ S40 48 2 ○ 497 0 0 497 ○ ○ ○ 0

競技力向上費 元気な県政 ○ S41 47 1 ○ 450 0 0 450 ○ ○ ○ ○ 0

競技力向上対策本部事業 元気な県政 ○ ○ H23 2 1 ○ 2,623 0 2,623 0 ○ ○ ○ ○ 0

競技力向上対策事業費 元気な県政 ○ ○ S41 47 3 ○ 272,480 0 92,000 180,480 ○ ○ ○ 0

生涯スポーツ普及促進支援事業 元気な県政 ○ H22 3 1 ○ 1,000 0 1,000 0 ○ ○ ○ 0

県民スポーツ祭開催事業 元気な県政 ○ H17 8 1 ○ 13,500 0 400 13,100 ○ ○ 0

各種競技団体および大会補助 元気な県政 ○ S22 66 10 ○ 64,860 0 700 64,160 ○ ○ ○ △ 968

武道学園事業 元気な県政 ○ H元 24 1 ○ 4,538 0 4,122 416 ○ ○ 0

県立射撃場環境保全応急対策事業 ○ H15 10 1 ○ 106 0 0 106 ○ ○ 0

県立クレー射撃場環境対策整備事業 元気な県政 ○ H23 2 1 ○ 24,262 24,262 0 0 ○ 0

31 22 9 3 60 31 0 592,233 44,685 136,639 410,909 5 4 4 3 1 2 2 1 7 6 3 1 9 1 0 0 0 18 0 12 0 1 0 0 0 △ 104,822

事            業           名
福井新々元気宣言
における位置付け

平成
24年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

経過
年数

事業区分

事業
開始
年度

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応活動指標1結果分類事務区分 活動指標2結果分類 成果指標2結果分類成果指標1結果分類

平成２４年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）スポーツ保健課

会計区分

課・室名

一般会計



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H30 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　設計業務を継続し、出来るだけ早期に供用開始となるよう努めていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　平成３０年の国体に向けて円滑な整備が可能となるよう、基本設計に着手することができた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 9,800

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 9,800

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 目標値、指標の設定が困難

目標値、指標の設定が困難

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 9,800

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 9,800

法定受託事務

[事業目的]

　平成３０年に本県で開催される第７３回国民体育大会に向けて、大会の競技会場や選手強化の拠点および将来にわたる利用を念頭に福井運動公園の整備を行う。

［事業内容］

　福井運動公園整備に向けた基本設計の実施
　（全１１施設）
　　体育館、陸上競技場、補助陸上競技場、ラグビーサッカー場、屋内陸上練習場、野球場、テニス場、水泳場、補助球場、尐年運動公園、外構

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井運動公園整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化 その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 部（庁） スポーツ保健

－1－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

2 □ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 24 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

186 167 150 135

186 167 150 135

128 149 150 89

2 9 8 5

10 10 6 12

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　先輩養護教諭や専門医等による実践的な研修を行い、新規採用養護教諭の資質向上を図る。
　また、教職経験５ヵ年及び１０ヵ年を経過した養護教員を対象として現代的課題への対応や個々の事例に対応できる能力を身につけるためのより高度な専門研修を実施する。

　新採用研修
　　・校外研修　１２日　・校内研修　１５日
　５ヵ年経験者研修
　　・校外研修　３日
　１０ヵ年経験者研修
　　・校外研修　１０日

[予算額および指標の推移等]

２４年度

135

95.3％

〕　　　＝　　　〔

9

6

目標値、指標の設定が困難

□

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

□

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　養護教諭は学校に1人しか配置されていない職種であり、多くの健康課題に対応する能力を養う
ために、新規採用養護教員研修を実施していく必要がある。また、様々な環境変化とともに、学
校での児童・生徒に対する対応も変化しており、現場経験を踏まえた経験者研修は重要であるた
め、今後も継続していく必要がある。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国　庫養護教員研修事業事      業      名

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

Ⅰ

Ⅱ

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円） /20～　研修講師の見直しを実施
　（一般研修と合同で実施できるものは合同開催）

■

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

実行予算

補 助 金

そ の 他

135

△ 7.6％

△ 7.6％

特　記　事　項

□

　養護教諭は各学校に1人しか配置されていない職種であり、個々の生徒に対応で
きるよう定期的な集団研修等が有効であるため、研修受講者が増えることで学校で
の児童・生徒に対する保健指導等に寄与する。

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

 学校に1人しか配置されていない職種であり、日常の勤務におけるO.J.Tが実施できない職種であ
ることから、職種毎の定期的な集団研修は有効である。

△ 7.9％

平均伸び率

結果分類目標値、指標の積算根拠等

2.5％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果

受講者数（新規）

の推移

受講者数（５ヵ年、１０ヵ年）

平成24年度予算額

135

その他特定財源

そ の 他

完　　了

135

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針

－2－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ □ S35 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 53 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

35,208 34,459 34,067 34,383

34,459 34,067 34,383 34,158

34,459 34,067 34,383 34,158

19,314 19,134 19,315 19,176

96.8 96.9 96.9 97.1

1,622 1,576 1,561 1,616

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　県立学校の管理下における児童・生徒の災害の給付に関する共済掛金の負担

　日本スポーツ振興センター共済掛金の負担金
　　（独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づく）

[予算額および指標の推移等]

２４年度

34,158

△ 0.3％

〕　　　＝　　　〔

19,068

Ⅱ

Ⅱ

平均年間給付額（円/人）

加入者数／在学者数×100

□

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

□

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　学校管理下において事故が発生した場合、治療など早期対応が必要であるため、継続して各保
護者に対して当該災害給付制度を十分に周知していく。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国　庫日本スポーツ振興センター共済掛金負担金事      業      名

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

Ⅲ

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円）

■

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

実行予算

補 助 金

そ の 他

33,978

△ 0.7％

△ 0.3％

特　記　事　項

□

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　学校管理下における事故発生時に、療養に要する費用の4/10を支給する負傷・疾病に対する給
付や傷害・死亡に対する見舞金の制度活用により、治療等の早期対応が図られている。

△ 25.2％

△ 0.1％

平均伸び率

１人当りの給付額

結果分類目標値、指標の積算根拠等

97.1 0.1％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果

災害共済加入者数

の推移 災害共済加入率

平成24年度予算額

33,978

その他特定財源

そ の 他

27,166

完　　了

6,812

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針

－3－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

1 □ □ S27 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 61 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

167 150 135 120

167 150 135 120

167 150 135 120

97,392 96,285 95,180 94,178

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 10.3％

指標

△ 10.3％

活動

決 算 額 の 推 移

学校保健会加入者数

成果

事業効果

の推移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

目標値、指標の設定が困難

 〕　／　整備目標

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　近視予防に関する作品集の印刷仕様についてカラーから一部モノクロ化するほか、健康づくり
推進学校の指定を4校から3校に縮減するなど事業の見直しを踏まえて、学校保健の研究・実践に
とって重要な保健会への助成を今後も継続していく。

△ 1.1％

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

108

△ 32.8％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

□

見　直　し　額

□

108

　学校保健の研究と普及および発展、児童・生徒の健康保持増進に寄与している。
終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

□

□■

□ そ の 他

□ 休　　止

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

△ 11

完　　了

□

108

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　学校医・学校歯科医・学校薬剤師および学校関係者で組織される学校保健会に対し補助し、学校保健の研究と普及および発展を図る。

〕　　　＝　　　〔

93,078 Ⅲ

　養護教諭、学校医等で組織される学校保健会は、健康づくりに向けた各学校での
取組を共有するなどして、学校での児童・生徒に対する保健指導等に寄与している。

事      業      名

法定受託事務

学校保健会補助金 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

　福井県学校保健会に対する補助

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

事務区分経過年数

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

108
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

1,003

1,003

914

271

199

99.7

30.8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24 年度整備水準〔　　 年度　〔 99.4% 〕

スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

すぐれた医療と支えあいの福祉 その他 そ の 他

所　　属 教育 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 小学校低学年における正しい歯磨き推進事業
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　小学校低学年の児童に対して、正しい歯のブラッシング方法を身につけさせるため、歯垢染色剤を活用したむし歯予防教室を開催し、正しい歯磨き習慣を定着させる。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　・歯磨き講習会の開催（～/23）
　　　対象者：県内養護教諭（271名）
　　　内　容：歯磨き指導の専門家である歯科衛生士による「小学生の正しい歯磨きの仕方」の実技研修、指導内容の意見交換　等
　・各学校における正しい歯磨き教室の開催
　　　対象校：公立小学校の１、２年生全員　14,169名（200校、１年生　7,026名、２年生　7,143名）
　　　内　容：講習を受けた養護教諭がリーフレットや歯垢染色剤を活用した教室を開催（開催後、再度、歯磨きテストの実施により正しい歯磨きの定着を図る）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 961 △ 4.2％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 961 △ 4.2％

決 算 額 の 推 移

0.5％ （休校を除く） Ⅱ

活動 歯磨き講習会受講者（教員）数

の推移 成果 歯磨き教室受講率（％） 100

事業効果 指標 歯磨き教室開催校 200

0.3％ 受講者数/児童数 Ⅱ

指標 むし歯のない小学生割合（％） 33.8 9.7％ 学校保健統計から抜粋 Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況 むし歯のない小学生割合（％） 33.8%  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

26 34.0%

一　般　財　源 961

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 961

財源内訳

拡　　充 ■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　各学校では、保護者を含めた歯磨き教室を開催するなど、歯磨き習慣の定着を図る工夫が見ら
れた。今後も歯磨き習慣の定着化を目指すため、印刷物作成部数を見直したうえで、歯磨き教室
を継続していく。また、今後は歯だけでなく目の健康を守るため、就学時健診時など様々な機会
をとらえて、保護者等に対して関係機関と連携して正しい生活習慣の定着を図っていく。

見　直　し　額

終期の見直し
　養護教諭等により小学１、２年生が在籍する全小学校で歯垢染色剤やリーフレットを活用した
歯磨き教室を開催した。また、教室開催後に復習の面から、再度歯磨きテストを実施すること
で、歯磨き習慣の定着につなげることができた。 □ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 60 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

1 ■ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　子どもの現代的な健康課題に対応するために、地域の専門家、専門機関との連携を図り、地域全体で学校保健活動を推進する体制づくりを強化し、専門医等による指導助言を受け、児童生徒の
　健康教育・健康管理の充実を図る。

事      業      名

法定受託事務

事務区分経過年数

〕　　　＝　　　〔

2

2

元気な社会
事業終了
予定年度

すぐれた医療と支えあいの福祉

1,052

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

事業開始後の見直し状況

746

　養護教諭は各学校に1人しか配置されていない職種であり、個々の健康課題に対
応できるよう各種研修を実施しているが、モデル的に各地域ごとの健康課題を設定
し、学校および地域が一体となった保健活動等の充実を図る。

完　　了

計 画 の 達 成 状 況

指標

□

廃　　止

□

□

□ 終期の見直し

そ の 他

特　記　事　項

□

■

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に基

づく今後

の 対 応

縮　　減

休　　止

整理統合

拡　　充

継　　続

□

　市町全体で取り組む推進地域を設定したことで、学校・家庭・地域の関係機関が健康課題につ
いて関心を高め、解決のために意識を持って取り組む体制が作られた。

　旅費などの事業費の精査を踏まえて、本県の主な子どもの健康課題である目と歯について地域
レベルで取り組む推進地域を拡大していき、県全体で課題解決に努めていきたい。

□

見　直　し　額 △ 43

□

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

目標値、指標の設定が困難

事業効果

の推移

支援チームの設置市町数指標

 〕　／　整備目標

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

746

746

区　　　　　　分

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

財源内訳

活動

成果

学校保健課題解決支援事業 含まれる事業数

決 算 額 の 推 移

連絡協議会の開催

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

　①連絡協議会の設置～啓発活動の実施～健康相談会等の開催【県】
　　協議会構成：１０名（学校医代表３名、小中高等学校長代表３名、養護教諭代表１名、栄養士研究会代表１名、健康増進課１名、スポーツ保健課１名）
　
　②支援チームの設置～健康課題研修会等の開催【市町委託】
　　チーム構成：１０名（学校医代表３名、小中学校長代表２名、保健主事代表１名、養護教諭代表１名、栄養教諭代表１名、市町保健師１名、市町教委１名）
　　各学校に専門医を派遣し、学校の健康課題に応じた研修会や健康相談会を開催（小児科医、助産師、歯科医、眼科医等を派遣）
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

1 ■ ■ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

685 1,114

933 1,114

570 687

16 12

5 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

16.6％

指標

△ 22.3％

活動

決 算 額 の 推 移

出前講習会の開催

成果

事業効果

の推移

公開授業、研究協議会の実施

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

目標値、指標の設定が困難

 〕　／　整備目標

400

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　性に関する意識や価値観の多様化、性の逸脱問題等が大きな社会問題になる中、旅費などの事
業費の精査を踏まえて、今後も継続して教員・保護者等に対して性に関する指導法等を普及して
いく必要がある。

△ 45.8％

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

400

20.5％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

□

見　直　し　額

□
　県内教職員に対して、性に関する指導の重要性を伝達し、協議会や講習会等を通じて発達段階
に応じた指導法を周知することができた。

終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

□

□■

□ そ の 他

□ 休　　止

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

△ 26

完　　了

□

786

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　近年、性の逸脱行動や若年層の性感染症増加などが問題となっており、学校における性教育の充実が喫緊の課題となっているため、発達段階に応じた性教育が実施されるよう、
　効果的な指導法等の普及を図る。

〕　　　＝　　　〔

4

3

Ⅳ

事      業      名

法定受託事務

性に関する教育指導推進事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

Ⅳ

　①性教育出前講習会の開催
　　産婦人科医会、助産師会、臨床検査技師会等から講師を派遣　県内４ヶ所

　②指導者の育成
　　公開授業打合会の実施（１回）、公開授業および研究協議会の実施（３回）、指導案検討会の実施（３回）

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

△ 22.5％

事務区分経過年数

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

400

－7－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

2 □ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 24 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

226 203 182 97

226 203 182 97

179 195 119 39

1 1 2

3 5 5 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　学校栄養職員等による実践的な研修を行い、新規採用の学校栄養職員の資質の向上を図る。
　また、栄養教育の充実と衛生管理の徹底を図るため、経験年数５年および１０年の学校栄養職員を対象として、栄養に関する知識と自己の管理能力を身に付けさせるため高度な専門研修を行い、
　資質の向上を図る。

　新採用研修
　　・校外研修　１１日間　・校内研修　１５日間
　５ヵ年経験者研修
　　・校外研修　３日間
　１０ヵ年経験者研修
　　・校外研修　９日間　・校内研修５日間

[予算額および指標の推移等]

２４年度

168

16.7％

〕　　　＝　　　〔

1

3

目標値、指標の設定が困難

□

△ 74

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

■

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　学校等に1名しか配置されていない職種であり、多くの今日的課題に対応する能力を養うため
に、当該研修を実施していく必要がある。
　今後は、研修内容を見直したうえで職員の資質向上に努めたい。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国　庫学校栄養職員研修事      業      名

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

Ⅰ

Ⅰ

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円） /20～　研修講師の見直しを実施
　　　　　（一般研修と合同で実施できるものは合同開催）

□

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

実行予算

補 助 金

そ の 他

168

1.5％

1.5％

特　記　事　項

□

　栄養職員は各学校に1人しか配置されていない職種であり、個々の生徒に対する
食育指導には定期的な集団研修等が有効であるため、研修受講者が増えることで
学校での児童・生徒に対する指導等に寄与する。
※/23　新規採用学校栄養職員　0名

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　各学校に1名しか配置されておらず、日常の勤務におけるO.J.Tが実施できない職種であること
から、職種毎の定期的な集団研修は有効である。

△ 32.4％

平均伸び率

結果分類目標値、指標の積算根拠等

5.4％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果

受講者数（新規）

の推移

受講者数（５年、１０年）

平成24年度予算額

168

その他特定財源

そ の 他

完　　了

168

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ ■ S58 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 30 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

1,130 1,047 1,027 1,006

1,130 1,047 1,027 1,006

640 626 533 574

12,788 12,509 16,928 16,140

33.8 33.6 36.9 33.7

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　働きながら学ぶ夜間学校生徒の身体の健全な発達に資し、普及充実を図る。

　・夜間定時制学校の夜間給食に要する支援
　　　県立定時制高校　５校（鯖江、武生、敦賀、若狭、道守）

[予算額および指標の推移等]

２４年度

1,132

9.5％

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ受給実人員／在学生徒数×100

□

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

□

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　在籍生徒の多くが生活困難者であり、家計を圧迫させず教育の機会均等を保障するため、勤労
学生に対して、栄養面・経済面・時間面において給食を実施することは重要であることから、今
後も支援を継続することとしたい。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国　庫夜間学校給食費事      業      名

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

Ⅰ

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円） /18～　国庫補助の廃止により、1食あたりの単価を76.11円から50円に見直し

■

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

実行予算

補 助 金

そ の 他

1,132

0.3％

0.3％

特　記　事　項

□

　全生徒に受給するものでなく、経済的余裕がない世帯に対してのみ、給食費など
の支援により勤労学生の修学を促進している。≪他県実施状況：32/47都道府県≫

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　勤労学生に対する教育の重要性から、教育の機会均等を保障することを目的とし、給食に要す
る経費を支援することで勤労学生の修学が促進されている。

△ 3.1％

平均伸び率

結果分類目標値、指標の積算根拠等

0.2％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果

年間延受給人数

の推移 受給率（％）

平成24年度予算額

1,132

その他特定財源

そ の 他

完　　了

1,132

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

2 ■ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H27 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

1,743

1,743

1,368

2

57

60.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24 年度整備水準〔　　 年度　〔 85.9% 〕

スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

新しい方向をひらく農林水産業 その他 そ の 他

所　　属 教育 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 「ふくいをおいしく食べる」食育推進事業
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　地場産食材を利用したおいしい給食の提供と、地域に根差した食育の充実を図るため、学校給食を通じた児童生徒の相互交流等を実施する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　①学校給食を通じた児童生徒の相互交流≪国庫委託≫
　　県内２地域を指定し、食に関する交流学習を実施（互いの地域の特産物や郷土料理を活用した給食の実施、食育活動実践発表会を開催　等）
　　学校給食調理コンテストの実施（学校給食会と共催）
　②調理従事員研修会の開催≪県単≫
　　学校給食調理従事員を対象とした、県内各市町の特産物・郷土料理を活用した献立等の研修会の開催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,560 △ 10.5％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,435 △ 17.7％

決 算 額 の 推 移

△ 3.5％ Ⅲ

活動 食に関する交流学習学校数 2 0.0％

の推移 成果 学校給食をおいしいと感じる子どもの割合（％） 60.1

Ⅱ

事業効果 指標 調理従事員研修会参加者 55

△ 0.3％ Ⅲ

指標

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況 学校給食をおいしいと感じる子どもの割合（％） 60.1%  〕　／　整備目標

国　　　　　庫 1,273

その他特定財源

26 70.0%

一　般　財　源 162

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 1,435

財源内訳

拡　　充 ■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　給食献立の多様化を図るため、コンテストや研修会を継続するとともに栄養教諭等の参加につ
いても促進していく必要がある。また、今後は旅費などの事業費の精査を踏まえるほか、給食の
外部評価を実施して客観的な評価・改善点を把握していくなど、給食の交流学習を通じた食育活
動を継続することで「おいしい給食」の提供につなげていく。

見　直　し　額

終期の見直し
　食に関する交流学習を通じて、今まで食べたことのない郷土料理や地域の特産物を学ぶこと
で、食育の充実が図られた。また、実践活動を発表することにより、学校での食育の取組を発信
することができ、各学校での食育の充実につながるものと考えられる。 □ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 58 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

1 ■ ■ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ H24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　今後も安全・安心な学校給食の提供に努めていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　サンプル調査を行った全施設で放射性物質が不検出であったため、学校給食の安全性が確認さ
れた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

予　算　額　（単位：千円） 1,225

国　　　　　庫 1,225

その他特定財源

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

目標値、指標の設定が困難

　学校の給食一食について、放射性物質の含有度を把握することで学校給食の安
全・安心を確保する。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

県内の単独調理場および共同調理場の中から抽出して調査

事業効果 指標

活動 調査学校数 167

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

決 算 額 の 推 移

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,932

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,225

法定受託事務

[事業目的]

　児童生徒の安全・安心の確保のため、給食一食について放射性物質の含有度をサンプル調査する。

［事業内容］

その他 そ の 他

　・給食一食全体について、提供後に検査を行い、放射性物質がどの程度含まれているかサンプル調査を実施
　（実際に提供した給食について、検査機関に委託して検査を実施）
　・累積線量測定の観点から、ゲルマニウム半導体検出器等による高精度の検査を実施
　・日ごと又は数日分をまとめて検査し、検査結果については公表

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 学校給食安全確認事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

所　　属 教育 部（庁） スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

2 ■ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　今後は、旅費などの事業費の精査を踏まえ、今年度策定した「防災教育の手引き」を十分活用
して日頃からの防災教育の充実を推進するとともに、県の津波シミュレーションにより浸水の危
険が高い学校などに緊急地震速報装置を設置を優先するほか、防災アドバイザーの活用による実
践的な避難訓練等をさらに充実させていく。

見　直　し　額 △ 558 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　緊急地震速報装置を10校に設置し、防災アドバイザーを活用した避難訓練等を実践することが
できた。また、本県における「防災教育の手引き」を策定し、各学校における危機管理マニュア
ルの見直しを進め、学校全体ならびに県全体での防災教育の充実を進めることができた。 □ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

予　算　額　（単位：千円） 4,796

国　　　　　庫 4,296

その他特定財源

一　般　財　源 500

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

目標値、指標の設定が困難

　手引きの策定により、学校における危機管理マニュアルの見直しを図り、県全体で
の防災教育等の充実に寄与する。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

事業効果 指標

活動 実践校による避難訓練等の実施 10

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

決 算 額 の 推 移

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 5,600

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,796

法定受託事務

[事業目的]

　東日本大震災のような地震、台風等による風水害等の甚大な自然災害が頻繁に発生していることから、安全・安心な学校生活が確保されるよう、本県防災教育の手引きを策定し、学校における
　危機管理マニュアルを見直すことで学校安全体制の強化を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

　①「学校における防災教育の手引き（仮称）」策定
　　東日本大震災を受けて、国が策定を予定している総合的な防災教育の指針を踏まえるとともに、現場や専門家の意見を取り入れた本県の手引きを策定
　　（手引きの主な内容：児童生徒の防災教育、防災管理体制、実践的な避難訓練）

　②実践的な避難訓練等の実施
　　各市町の希望や学校の実情に応じて、緊急地震速報装置等の先進的な科学技術やアドバイザーを活用した避難訓練等を行う実践校を指定し、防災教育を推進（約１０校）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 学校安全防災推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感へ）

所　　属 教育 部（庁） スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ □ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ H26 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 2 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

5,150

2,566

2,219

68

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

その他 そ の 他

所　　属 教育 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 被災児童・生徒就学支援事業
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　県において「福井県高校生修学等支援基金」を活用し、公立小中学校に在籍する被災した児童・生徒、その保護者の経済的負担の軽減を図る。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　・被災児童生徒就学援助事業（医療費、学校給食費）
　　対象者：県内公立小中学校に就学する児童・生徒で、市町が行う就学援助事業（医療費、学校給食費）の対象となった被災児童・生徒

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,932 △ 23.7％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,768 △ 31.1％

決 算 額 の 推 移

活動 補助対象人数

の推移 成果

事業効果 指標

目標値、指標の設定が困難

指標

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源 1,768

一　般　財　源

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 1,768 　この事業の目的は、東日本大震災等により被災した児童・生徒、その保護者の経
済的負担を軽減することにあり、定量的に測定することは困難である。

財源内訳

拡　　充 □ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　今後も引き続き実施することにより、児童・生徒、その保護者の経済的負担の軽減を図ってい
く。

見　直　し　額

終期の見直し
　本事業により東日本大震災等で被災した児童・生徒、その保護者の経済的負担の軽減を図って
いる。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－13－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

1 □ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24 年度整備水準〔　　 年度　〔 33.8% 〕

スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化 その他 そ の 他

所　　属 教育 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 小学校低学年体育支援事業
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　１県民１スポーツの実現などに資するため、小学生低学年から運動することの楽しさを味わわせることで、各児童生徒の発達に応じて様々なスポーツを体験する意欲を育む。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　①実践校による活動　※１７市町へ委託（６市町/年を対象に各市町で実践校を設置）
　　実践校における実施内容は各学校で決定するが、週１回以上活動を行い、ニュースポーツを含めて児童にできるだけ多様な運動を体験させる。
　　また、体育授業に外部指導者を活用し、児童に多様な運動を楽しむ機会を設ける。
　②各市町における活動内容の検討・検証（検討会設置）
　　事業開始時と年度末に、実践活動について検討および検証し、結果について各種研修会を通じて実践活動を周知するほか、「教育情報フォーラム」を活用して各教員が情報を共有することで
　　普及啓発を図る。≪メンバー　１６名：学識経験者１名、市町教委・実践校１２名、スポーツ保健課２名、外部指導者１名≫

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,605

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,605

決 算 額 の 推 移

活動 実践校の指定 6

の推移 成果 実践児童数 608

事業効果 指標

指標

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況 参加児童数 608  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

26 1,800

一　般　財　源 1,605

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 1,605

財源内訳

拡　　充 ■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　今後も運動遊びが好きな子どもがさらに増やしていくため、実践校の公開授業等に各市町の他
教員が参加できるようにするほか、実践事例集の作成・配布を見直し、実践校以外の教員の指導
力を高めるため「教育情報フォーラム」を活用することで、より多くの教員に周知を図ってい
く。

見　直　し　額

終期の見直し
　外部指導者と連携した学校では、運動遊びが好きになるほか休み時間に外に出て遊ぶ子どもが
増えた。教員も外部指導者の授業を見て感じることで、より運動が楽しめる授業のノウハウを学
ぶことができ、授業に活用することができた。 □ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 230 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

9 ■ □ S24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 64 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

53,197 47,287 59,242 51,752

41,697 47,287 58,696 47,944

40,095 47,020 55,957 47,161

319 197 294 225

579 610 574 578

34 21 18 10

67 86 59 81

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　学校体育関係団体、各種大会などに要する経費の一部を支援することにより、体育・スポーツの振興を図る。

　・福井県高等学校体育連盟補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・全国中学校体育大会派遣費補助
　・全国高等学校総合体育大会派遣費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　・北信越中学校総合競技大会派遣費補助
　・北信越高等学校体育大会派遣費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ・平成24年度全国高等学校総合体育大会開催事業補助金
　・全国高等学校定時制通信制体育大会派遣費補助　　　　　　　　　　　　　　・諸補助・負担金（平成24年度全国高等学校総合体育大会実行委員会負担金を含む）
　・北信越高等学校定時制通信制総合体育大会派遣費補助

[予算額および指標の推移等]

２４年度

148,606

4.8％

〕　　　＝　　　〔

296

519

Ⅰ

Ⅳ

個人・団体（全国高校総体、国体、全国選抜大会）

個人・団体（全中大会）

□

△ 102,672

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

■

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　全国高校総体の終了に伴う事業費の縮減や団体補助金の見直しによる事業費の精査を踏まえ、
全国大会等へ出場する本県中学生や高校生に対する選手育成は重要であるため、今後も継続した
支援が必要である。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国　庫各種団体大会等補助事      業      名

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

Ⅱ

Ⅲ

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円） /22～　補助率を見直し
・全国高等学校定時制通信制体育大会派遣費補助金
　補助率を他と同様に旅費1/2、宿泊費1/3に見直し

□

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

実行予算

補 助 金

そ の 他

134,068

47.2％

49.7％

特　記　事　項

□

　本県の競技力を支える中学生・高校生が北信越大会や全国大会に出場することが
本県の競技力向上に寄与している。

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　本県の競技力を支えているのが中学生・高校生であるとともに、全国大会出場による体育・ス
ポーツの振興も図られている。

6.9％

7.0％76

平均伸び率

高校生の全国大会入賞実績

結果分類目標値、指標の積算根拠等

△ 2.5％

14 △ 14.2％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果

中学生の全国大会参加者数

の推移 中学生の全国大会入賞実績

高校生の全国大会参加者数

平成24年度予算額

134,068

その他特定財源

そ の 他

完　　了

128,433

千　円

[事業の評価]

財源内訳

5,635国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針

－15－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

1 ■ ■ H20 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

5,187 6,610 8,294 6,031

5,187 7,565 4,078 4,477

3,901 7,072 3,927 4,408

48 83 65 71

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

2.1％

指標

△ 12.2％

活動

決 算 額 の 推 移

地域スポーツ人材活用人数

成果

事業効果

の推移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

目標値、指標の設定が困難

 〕　／　整備目標

1,873

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　今後も地域スポーツ人材を求める学校が見込まれることから、教員の多忙化解消や部活動充実
に向けて継続していく。

10.5％

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

1,873

16.4％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

■

見　直　し　額

□
　地域スポーツ人材の派遣を希望する学校が増えてきており、当該人材の活用が進むとともに、
教員の多忙化解消や生徒の部活動充実などの必要性が認識されてきている。

終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

□

□□

□ そ の 他

□ 休　　止

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

□

日本のモデル「福井の教育」

4,987

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　運動部活動や中学校での体育の授業等に地域スポーツ人材を活用する上での課題を解決し、運動部活動の充実および児童の実態に即した体育指導に資するとともに、地域スポーツ人材の活用を一層促進
する。

〕　　　＝　　　〔

58 Ⅰ

　この事業の目的は、地域スポーツ人材の活用により部活動の活動内容を充実する
ことにあり、定量的に測定することは困難である。

事      業      名

法定受託事務

地域スポーツ人材の活用実践支援事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

　①地域スポーツ人材活用促進委員会の開催
　②地域スポーツ人材の配置
　③地域スポーツ人材と部顧問の連携の仕方等について、意識・実態等の調査実施

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

事務区分経過年数元気な社会

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

1,873
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保健・防災教育 Ｇ

1 □ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ H24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

5,000

5,000

5,000

8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

その他 そ の 他

所　　属 教育 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 高校生部活動応援事業
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　ふるさと納税等による寄附金を活用して、全国での活躍を目指して部活動に励む高校生を応援する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　運動部活動の基礎体力向上等のための備品等を整備

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 5,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,000

決 算 額 の 推 移

活動 スポーツ用品授与学校数 7

の推移 成果

事業効果 指標

目標値、指標の設定が困難

指標

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源 5,000

一　般　財　源

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 5,000 /21、/23　文化部の部活動を応援
/22、/24　運動部の部活動を応援

財源内訳

拡　　充 □ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　今後は授与された学校を含め全ての学校で、より良い大会成績を目指すなど運動部の活発な活
動を推進していく。

見　直　し　額

終期の見直し
　ふるさと納税を活用したスポーツ用品の授与を行い、県内の高等学校等における運動部の活動
推進が図られた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－17－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ ■ S37 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 50 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

144 144 1,223 1,223

144 144 147 0

0 0 0 0

0 0 0 0

35.0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化 その他 そ の 他

所　　属 教育 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井県スポーツ推進審議会
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　教育委員会または知事の諮問に応じて、スポーツ推進に関する事項について調査審議するとともに、これらの事項に関して教育委員会または知事に建議する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　・福井県スポーツ推進審議会の開催　≪スポーツ基本法、福井県スポーツ推進審議会条例≫
　　　地方スポーツ推進計画その他のスポーツの推進に関する重要事項を調査審議する。（委員）計１５名
　・福井県スポーツ推進基本計画（仮称）の策定

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,221 187.3％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 712 128.8％

決 算 額 の 推 移

活動 審議会の開催 3

の推移 成果 スポーツ実施率（％） 36.8

事業効果 指標

0.0％ 県内不特定多数の2,500人に調査（県政マーケティング調査） Ⅱ

指標

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 712

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 712 ～/23　　 福井県スポーツ振興審議会条例
   /24～　福井県スポーツ推進審議会条例（24.2月議会　改正）
　　　　　（振興審議会　⇒　推進審議会）

・国のスポーツ基本法制定に合わせて審議会等を開催（23年度まで開催実績なし）

財源内訳

拡　　充 □ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　今年度とりまとめた計画の中間とりまとめを基に、平成25年6月の国体開催内定にあわせて計画
策定を行い、県内スポーツの普及・振興を図っていく。

見　直　し　額

終期の見直し
　国のスポーツ基本法の制定に合わせて3回の審議会等を開催し、「福井県スポーツ推進計画」の
中間とりまとめを行った。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

4 □ □ S25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 63 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

145 132 121 361

145 132 121 361

145 132 121 361

551 551 546 546

17 18 20 23

3,360 3,670 10,849 11,233

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　各種団体等が実施する体育・スポーツの振興を図るために要する経費について支援

　・福井県スポーツ推進委員協議会補助金
　・福井県レクリエーション協会補助金
　・福井県体育施設協会負担金補助金
　・北陸地区体育指導委員研修会補助金（２３年度開催）

[予算額および指標の推移等]

２４年度

102

△ 0.0％

〕　　　＝　　　〔

550

Ⅰ

Ⅰ（Ｈ25.3現在）　９市５町　２４クラブ

□

△ 30

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

■

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　生涯スポーツ社会の実現のため、地域のスポーツ環境整備が急務である。特に、受益者負担お
よび地域住民により自主運営される総合型地域スポーツクラブの育成が必要である。一部団体補
助金の見直しを踏まえ、今後も継続して各種団体等への支援等により一層クラブの育成を促進す
る必要がある。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国　庫各種団体補助（社会体育）事      業      名

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

Ⅲ

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円）

□

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

実行予算

補 助 金

そ の 他

102

27.3％

27.3％

特　記　事　項

□

・北陸地区体育指導委員研修会補助金については、北陸地区で持ち回り開催
　※4年に1度本県開催（前回23年度開催⇒27年度本県開催予定）
・総合型地域スポーツクラブの設立後について、県はクラブ運営や事業推進につい
ての指導を行う役割に転換。

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　生涯スポーツ社会の実現に向け、県民を取り巻くスポーツ環境の整備を図るために、市町や各
種団体等に対する支援により、生涯スポーツの普及拡大を行う必要がある。

20.3％

53.2％11,742

平均伸び率

総合型地域スポーツクラブ会員数

結果分類目標値、指標の積算根拠等

24 9.1％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果

体育指導委員数

の推移 総合型地域スポーツクラブ数

平成24年度予算額

102

その他特定財源

そ の 他

完　　了

102

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ ■ H10 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H24 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

177 149 84 55

177 149 84 55

177 149 84 55

357 343 354 379

17 18 20 23

3,360 3,670 10,849 11,233

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 26.2％

指標

総合型地域スポーツクラブ会員数

△ 26.2％

活動

決 算 額 の 推 移

登録指導者数

成果

事業効果

の推移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

総合型地域スポーツクラブ数

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

（Ｈ25.3現在）　９市５町　２４クラブ9.1％

 〕　／　整備目標

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　県民が主体的にスポーツに取り組むことができるよう、様々な活動に対応できる指導者の育成
ならびに資質向上を図り、十分に周知されるよう関係機関との連携を継続していく必要がある。
　今後は、地域スポーツアドバイザー養成講習会を他の講習会等と統合して、効果的に指導者育
成を進め、指導者情報を広く発信して各クラブの活動促進を実現していく。

1.5％

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

49

△ 48.5％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

□

見　直　し　額

□

69.5％

49

　各競技団体や市町と連携し、一貫した指導体制が確立されてきており、当該指導者を活用する
総合型地域スポーツクラブの設立についても徐々に増加していることから、県民スポーツの推進
が図られてきている。

終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

■

□□

□ そ の 他

□ 休　　止

/10～　一貫指導体制づくりの促進
/15～　スポーツ指導者の情報提供に関して、ホームページなどを活用して
　　　　　経費を節減
/22～　スポーツリーダー連絡協議会を廃止

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

11,742

△ 49

完　　了

□

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

49

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　各種スポーツ指導者の養成・確保から指導、派遣、研修までの一貫した体制を構築し、県民総スポーツの推進に寄与する。

24

〕　　　＝　　　〔

378

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

事      業      名

法定受託事務

スポーツ指導者養成活用事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

　１　地域スポーツアドバイザー養成講習会の開催
　　　各ライフステージの特性および体力・適性等に応じた運動ならびにスポーツの指導者養成のための講習会を開催

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

事務区分経過年数元気な県政

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

49
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

3 □ ■ H15 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 10 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

2,210 1,363 7,500 8,282

2,210 1,363 8,284 7,082

2,210 1,363 8,206 6,173

17 18 20 23

3,360 3,670 10,849 11,233

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

107.4％

指標

総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ会員数

目標値、指標の設定が困難

116.5％

活動

決 算 額 の 推 移

成果

事業効果

の推移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ数

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

（Ｈ25.3現在）　９市５町　２４クラブ9.1％

 〕　／　整備目標

4,975

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　生涯スポーツ社会を実現するためには、多世代、多様な技術・技能および興味や目的を持った
者が参加できるクラブの設立および育成が必要である。
　今後は旅費などの事業費の精査を踏まえ、平成25年度に策定を予定している「福井県スポーツ
推進計画」にあわせて、生涯スポーツの振興に向けた施策を検討していく。

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

7,856

84.7％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

□

見　直　し　額

□

53.2％

1,021

1,860

　平成25年3月現在で県内において24クラブが設立されており、各地域での組織づくりに向けた取
り組みが進み、クラブの会員増につながっている。

終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

□

□■

□ そ の 他

□ 休　　止

/22～/24
　センター機能強化のため、トップレベル競技者育成や指導者資質向上に関する
　支援を実施。（国庫委託、ｔｏｔｏ助成事業の廃止）

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

11,742

△ 43

完　　了

□

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

8,881

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　各市町に総合型地域スポーツクラブの育成を図るため、福井運動公園事務所内に県広域スポーツセンターを開設し、いつでもどこでもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会の実現を目指す。

24

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

総合型地域スポーツクラブ設立状況（H25.3現在）
　鯖江市　3、越前市　8、大野市　1、福井市　2、越前町　1、勝山市　1、
　坂井市　1、あわら市　1、敦賀市　1、池田町　1、若狭町　1、永平寺町　1、
　小浜市　1、南越前町　1

Ⅰ

事      業      名

法定受託事務

広域スポーツセンター事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

　福井運動公園事務所に広域スポーツセンターを設置し、事業を実施。
　　　１　育成連絡協議会の開催　　２　センター職員によるクラブ創設・育成支援　　３　クラブ育成のための人材育成　　４　県民への広報
　　　５　スポーツ情報ネットワークの運用
　　/22～/24　広域スポーツセンター機能強化を実施（国庫委託）
　　　１　指導者養成支援を実施　　２　地域のアスリート育成支援を実施
　　/22～/24　広域スポーツセンター指導者派遣等を実施（ｔｏｔｏ助成）
　　　１　クラブ育成に向けた指導者派遣等

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

事務区分経過年数元気な県政

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

7,856
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

2 □ □ S40 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 48 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

762 685 616 553

762 450 616 0

762 450 616 0

12,960 12,562 12,405 11,755

25.6 25.1 25.1 24.2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　スポーツ尐年団組織の確立と各種事業を推進するとともに、青尐年の健全な育成を図る。

　１　福井県スポーツ尐年団補助金
　２　日独スポーツ尐年団同時交流事業補助金

[予算額および指標の推移等]

２４年度

497

△ 3.3％

〕　　　＝　　　〔

11,347

Ⅲ小学生団員数／全児童数（公立）

□

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

□

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　学校完全週５日制が実施され、地域における青尐年の健全育成のうえで、スポーツ尐年団の役
割は重要である。今後、スポーツ尐年団の活動を一層活性化するとともに、指導者の育成等、組
織の整備・充実を図る必要がある。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

国　庫スポーツ尐年団育成費事      業      名

元気な県政

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

Ⅲ

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円） /19～　傷害保険加入率が100％となったため、傷害補償補助金を廃止

■

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

実行予算

補 助 金

そ の 他

497

△ 10.1％

△ 7.8％

特　記　事　項

□

/23　台風の影響により、県スポーツ尐年大会の開催中止
　　　東日本大震災の影響により、日独スポーツ尐年団の交流中止

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　指導者の資質向上、母集団研修事業、スポーツによる国際交流などが実施され、青尐年の健全
育成の上で、望ましい活動が推進されている。

△ 34.7％

平均伸び率

結果分類目標値、指標の積算根拠等

24.0 △ 1.6％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果

団員数（人）

の推移 小学生加入率（％）

平成24年度予算額

497

その他特定財源

そ の 他

完　　了

497

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ ■ S41 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 47 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

630 630 737 627

630 630 1,247 880

500 230 1,200 860

18 10 23 35

34 32 34 30

33 30 32 23

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 6.5％

指標

国体皇后杯順位

4.9％

活動

決 算 額 の 推 移

海外遠征人数（人）

成果

事業効果

の推移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

国体天皇杯順位

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

△ 7.8％

 〕　／　整備目標

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　本県選手が、国体等の大会で活躍することは、夢と感動を与え、スポーツに対する関心等にも
寄与することから、今後も事業を継続し競技力向上とスポーツ振興を図らなければならない。今
後は、競技力向上対策計画に基づき、競技力向上対策本部による計画的な選手強化等を実施して
いくこととしたい。

43.0％

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

450

113.1％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

■

見　直　し　額

□

△ 8.7％

450

　本県の競技力が向上しており、国民体育大会をはじめとする全国大会において優秀な成績を収
めている。また、オリンピック選手や日本代表選手も輩出している。

終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

□

□□

□ そ の 他

□ 休　　止

・強化対象競技、強化方法の見直しを継続的に実施
/17～　知事激励会、競技力向上備品の修繕を休止

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

22

完　　了

□

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

450

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　国民体育大会をはじめ、各種スポーツ大会において優秀な成績を収めるため、選手強化対策を計画的に実施し、本県の競技力の向上とスポーツの振興を図る。

24

〕　　　＝　　　〔

47

Ⅰ

Ⅰ

/23～/30　競技力向上対策本部設立により選手強化対策委員会を休止

Ⅰ

事      業      名

法定受託事務

競技力向上費 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

　・海外遠征激励金
　　　スポーツに関する国際試合等に国を代表して参加する本県関係者を激励する
　　（激励金受給対象者：①本県在住県民、②本県出身で県外大学の在学生、③その他）
　　（交付対象大会等　：オリンピック、世界選手権大会、アジア競技大会、国外遠征など）

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

事務区分経過年数元気な県政

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

450
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 2 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

3,001

1,787

1,564

5

30

23

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化 その他 そ の 他

所　　属 教育 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 競技力向上対策本部事業
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　平成３０年に本県で開催される第７３回国民体育大会に向けて、競技力向上基本計画（平成２３年９月策定）に基づき、競技力向上対策を計画的かつ着実に進めるため、
　福井県競技力向上対策本部を設置する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　・福井県競技力向上対策本部の運営
　　　県、市町、県体育協会、各競技団体、学校体育団体、企業等と連携を図り、競技力向上のための規格及び事業を実施し、実施状況の分析・評価を行い、各団体に対し適切な指導や助言を行う。
　　（本部委員会）本部長１、副本部長１、委員１３、幹事２　計１７名
　　（普及強化委員会）委員長１、委員２４　計２５名

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,623 △ 12.6％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,623 46.8％

決 算 額 の 推 移

活動 本部委員会等の開催 4 △ 20.0％

の推移 成果 国体天皇杯順位 24

普及強化委員会の開催を含む Ⅳ

事業効果 指標

△ 20.0％ Ⅰ

指標 国体皇后杯順位 22 △ 4.3％ Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源 2,623

一　般　財　源

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 2,623 /25～　福井国体に向けたテレビ広報番組の展開
　　　　（福井国体に出場する尐年種別選手の活躍をクローズアップ）

財源内訳

拡　　充 □ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　今後も継続して基本計画等に基づき、計画的かつ着実な競技力向上対策の実施および評価見直
し等を行い、「開催県にふさわしい成績」の獲得、国体後の恒久的な競技スポーツ振興を目指し
ていく。 見　直　し　額

終期の見直し
　平成30年の福井国体に向けて、昨年度策定した競技力向上基本計画ならびに推進計画に基づ
き、本部による各競技団体等の評価や指導を継続して実施した。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

3 □ ■ S41 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 47 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

180,000 180,000 200,000 220,000

178,550 179,470 198,255 215,224

176,474 178,137 192,010 210,629

34 32 34 30

33 30 32 23

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　国民体育大会をはじめ、各種スポーツ大会において優秀な成績を収めるため、選手強化対策を計画的に実施し、本県の競技力の向上とスポーツの振興を図る。

　・国体強化対策（１　強化Ａ指定、２　強化Ｂ指定、３　プレ強化、４　団体種目ワンランクアップ強化、５　特別強化）
　・ジュニア対策（１　ジュニア育成強化、２　備品整備事業（県立高校）、３　中体連強化、４　高体連強化）
　・特別強化対策（１　優秀指導者配置支援、２　スポーツ医・科学研究推進、３　特定競技種目強化、４　優秀選手等サポート、５　特殊配分）
　・３０国体対策（１　ジュニア選手拡大推進、２　指導者育成、３　育成指定競技強化、４　「チームふくい」成年アスリート強化、５　競技力向上備品整備）
　・その他（スポーツ情報公表）

[予算額および指標の推移等]

２４年度

272,000

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅰ

□

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

□

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　本県選手が、国体等の大会で活躍することは、夢と感動を与え、スポーツに対する関心等にも
寄与することから、今後も事業を継続し競技力向上とスポーツ振興を図らなければならない。今
後は、競技力向上対策計画に基づき、競技力向上対策本部による計画的な選手強化等を実施して
いくこととしたい。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

国　庫競技力向上対策事業費事      業      名

元気な県政

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円） /22～　平成30年国体対策の拡充　20,000千円（育成指定強化　他）
/23～　平成30年国体対策の拡充　20,000千円（成年アスリート強化）
　≪既決予算の見直しにより団体種目ワンランクアップ強化を実施　2,500千円≫
/24～　平成30年国体対策の拡充　92,000千円（競技力向上備品整備　他）

■

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

目標値、指標の設定が困難

実行予算

補 助 金

そ の 他

272,480

11.2％

11.5％

特　記　事　項

□

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　本県の競技力が向上しており、国民体育大会をはじめとする全国大会において優秀な成績を収
めている。また、オリンピック選手や日本代表選手も輩出している。

6.1％

△ 8.7％22

平均伸び率

国体皇后杯順位

結果分類目標値、指標の積算根拠等

24 △ 7.8％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果の推移 国体天皇杯順位

平成24年度予算額

272,480

その他特定財源

そ の 他

92,000

完　　了

180,480

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ □ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

1,000 1,000

1,000 800

1,000 700

10 7

35.0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

0.0％

指標

2.5％

活動

決 算 額 の 推 移

普及活動実施団体数

成果

事業効果

の推移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

スポーツ実施率（％）

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

県内不特定多数の2,500人に調査（県政マーケティング調査）0.0％

 〕　／　整備目標

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　引き続き生涯スポーツ団体等の普及・組織強化を促進するため、団体における指導者養成に向
けた研修会等の支援を継続していかなければならない。
　今後は平成25年度に策定を予定している「福井県スポーツ推進計画」にあわせて、生涯スポー
ツの振興に向けた施策を検討していく。

△ 15.0％

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

1,000

△ 65.0％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

■

見　直　し　額

□

1,000

　生涯スポーツの振興に向けて、普及活動を実施するなど団体の組織強化に寄与している。
終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

□

□□

□ そ の 他

□ 休　　止

/24～　指導者養成による組織強化を促進

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

□

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

1,000

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに取り組める生涯スポーツ社会の実現のため、関係団体の普及・組織強化を目指し、スポーツ実施率の向上および生涯スポーツの振興を図る。

36.8

〕　　　＝　　　〔

7 Ⅳ

Ⅱ

事      業      名

法定受託事務

生涯スポーツ普及促進支援事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

　・中央団体などが実施する中央研修等に、生涯スポーツ競技団体の指導者・審判員を派遣。
　・受講した指導者・審判員は、習得した技能を県内各地に普及するための伝達講習会を開催。
　・また、伝達講習会等で習得した技能の実践の場として、生涯スポーツ競技団体が開催する大会や実技講習会などに指導者を派遣。

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

事務区分経過年数元気な県政

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

1,000
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ □ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

13,500 13,500 14,830 13,500

13,500 13,500 14,830 13,500

13,500 13,500 14,830 13,500

27,912 28,499 30,480 29,793

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

0.2％

指標

目標値、指標の設定が困難

0.2％

活動

決 算 額 の 推 移

成果

事業効果

の推移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

参加者数

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

4.0％

 〕　／　整備目標

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　新たな種目や一部種目で体験教室、講習会等を実施するとともに、身体に障害のある人の参加
にも配慮していく。
　今後は平成25年度に策定を予定している「福井県スポーツ推進計画」にあわせて、生涯スポー
ツの振興に向けた施策を検討していく。

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

13,500

△ 24.8％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

■

見　直　し　額

□

13,100

400

　実施方法の工夫により、県民の誰もが参加しやすいものとし、県民がスポーツに親しむことが
できる生涯スポーツ社会の実現に寄与していく。

終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

□

□□

□ そ の 他

□ 休　　止

/17～　県民体育大会を県民スポーツ祭に拡充
/23～　総合開会式の講演会を見直し、親子体験イベントを開催
/24　　 親子体験スポーツ祭についてスポーツふくい基金繰入金充当
　　　　　（400千円）

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

□

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

13,500

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　これまでの「県民体育大会」および「県スポーツ・レクリエーション祭」を統合し、県民の誰もが気軽に参加できるスポーツ大会を実施する。

32,520

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

事      業      名

法定受託事務

県民スポーツ祭開催事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

　・市町対抗の部　－　市町代表選手による種目別競技
　・交流の部　－　一般参加による種目別競技
　・高等学校の部　－　高校生による種目別競技
　・中学校の部　－　中学生による種目別競技
　・小学校の部　－　小学生による種目別競技
　・親子体験スポーツ祭　－　平成30年福井国体に向けた競技等の体験イベント

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

事務区分経過年数元気な県政

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

13,500
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

10 □ □ S22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 66 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

121,410 116,567 120,568 88,883

124,394 111,415 73,419 78,583

122,612 110,041 68,963 78,176

34 32 34 30

33 30 32 23

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　各種競技団体が行う事業・大会開催等に補助し、スポーツの振興を図る。

　１ （公財）福井県体育協会補助金
　２　国民体育大会派遣費補助金　３　北信越国民体育大会派遣費補助金　４　北信越国民体育大会負担金
　５　アイスホッケー競技会北信越・東海ブロック大会派遣費補助金　６　ラグビーフットボール競技会派遣費補助金
　７　フィギュアスケート競技会派遣費補助金　８　全国レクリエーション大会補助金　９　北信越地区銃剣道優勝大会補助金　１０　東アジアハンドボールクラブ選手権大会補助金

[予算額および指標の推移等]

２４年度

83,233

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅰ

□

△ 968

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

■

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　各種大会への参加人数の精査などを踏まえ、本県スポーツの普及・振興ならびに恒久的な競技
スポーツ振興を図るため、今後も各事業を継続していかなければならない。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

国　庫各種競技団体および大会補助事      業      名

元気な県政

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円）

□

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

目標値、指標の設定が困難

実行予算

補 助 金

そ の 他

64,860

△ 8.3％

△ 13.7％

特　記　事　項

□

平成24年4月1日～　公益財団法人　福井県体育協会

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　各種大会で本県選手が活躍することは、スポーツの普及・振興と県民に夢と感動を与える大き
な役割を持っている。

△ 11.4％

△ 8.7％22

平均伸び率

国体皇后杯順位

結果分類目標値、指標の積算根拠等

24 △ 7.8％

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果の推移 国体天皇杯順位

平成24年度予算額

64,860

その他特定財源

そ の 他

700

完　　了

64,160

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ ■ H元 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 24 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

4,764 4,764 4,764 4,764

4,764 4,764 4,764 4,497

4,764 4,764 4,764 4,430

878 884 909 866

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

0.1％

指標

目標値、指標の設定が困難

△ 1.2％

活動

決 算 額 の 推 移

成果

事業効果

の推移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

受講者数

事業開始後の見直し状況

縮　　減

特　記　事　項

△ 1.2％

 〕　／　整備目標

区　　　　　　分

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　県立武道館を武道の普及・振興やスポーツ活動参加の場所として広く県民利用を促進するた
め、今後も継続して学校への周知を含めて受講者増に努めていく。

事 業
区 分

[事業目的]

千　円

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

指標

計 画 の 達 成 状 況

4,538

△ 2.3％

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平均伸び率

■

見　直　し　額

□

416

4,122

　24年度においては、尐子化の影響により受講者数に若干の下落が見られたが、募集定員（960
名）に対して836人（87.1％）の受講があり、武道の普及・振興が図られている。

終期の見直し

財源内訳

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充

継　　続 □

□

□□

□ そ の 他

□ 休　　止

/15～　相撲の実施
/16～　年度末に学園参加小学生による「武道大会」を実施
/24～　1コース増（弓道：小学5・6年　夜の部）により7学科14コース

廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

□

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化

4,790

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

［事業内容］

　武道を学ぼうとする者を対象に、正しい技能と基礎的な理論を指導し、心身ともに健全な人格形成を図る。

836

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

事      業      名

法定受託事務

武道学園事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

結果分類

　７学科１４コース（定員　９６０名）
　　　柔道・剣道・空手は各々年８０回開催
　　　弓道、なぎなた、銃剣道、相撲は各々各４０回開催

区　　　　　　分

部（庁）

事業終了
予定年度

事務区分経過年数元気な県政

教育 スポーツ保健

国　庫

県　単

4,538
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 □ ■ H15 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

106 106 106 106

106 106 106 106

102 51 100 106

2 2 2 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

スポーツ保健

指標

[事業目的]

　県立射撃場にかかる環境保全対策（鉛汚染対策）について、鉛の除去という抜本的対策を講ずるまでの間の応急的対策を図る。

　・射撃場内の水質モニタリング調査

[予算額および指標の推移等]

２４年度

106

0.0％

〕　　　＝　　　〔

2

目標値、指標の設定が困難

□

□ 終期の見直し

□

□

□

廃　　止

□

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

　クレー射撃場の再開に向けて、鉛散弾による環境汚染の再発を防ぐため、整備に向けた検討を
進めているが、環境監視については継続して行い、近隣住民に対する情報提供を行っていくこと
としたい。

一　般　財　源

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育

国　庫県立射撃場環境保全応急対策事業事      業      名

その他

県　単 事務区分

区　　　　　　分

［事業内容］

Ⅱ

（単位：千円）

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円） /17　　15～16年度に改修した汚染土壌の処分を実施（単年度）
/18～　水質モニタリングのみ継続

■

法定受託事務

事業終了
予定年度

 〕　／　整備目標

実行予算

補 助 金

そ の 他

106

0.0％

0.0％

特　記　事　項

□

/23　 クレー射撃場環境対策基本計画策定
/24　 同射撃場の実施設計、土壌調査

事業開始後の見直し状況

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

　水質モニタリング調査を継続して実施しているが、全ての調査地点が環境基準値内であり、鉛
散弾による周辺の水質環境への影響はない。

△ 12.0％

平均伸び率

結果分類目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

成果

モニタリング調査回数

の推移

平成24年度予算額

106

その他特定財源

そ の 他

完　　了

106

千　円

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

拡　　充

所属の

方　針
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 普及・強化 Ｇ

1 ■ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ H27 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

17,166

12,308

12,306

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

スポーツ保健

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化 その他 そ の 他

所　　属 教育 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 県立クレー射撃場環境対策整備事業
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　クレー射撃競技の振興、競技力向上および有害鳥獣駆除に従事する猟友会会員等の射撃技能の維持・向上を図るため、平成１４年度から休場している射撃場の再開に向けて、
　鉛弾による環境汚染の再発を防止するための環境対策を実施する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　・再開に向けた実施設計業務委託の実施
　（基本計画に基づく実施設計（測量調査、設計業務、土質調査、建築設計、土壌調査））

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 26,500 54.4％

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 24,262 97.1％

決 算 額 の 推 移 △ 100.0％

活動

の推移 成果

目標値、指標の設定が困難

事業効果 指標

目標値、指標の設定が困難

指標

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫 24,262

その他特定財源

一　般　財　源

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 24,262 /23　県立クレー射撃場環境対策検討会の開催、基本設計業務委託
　　　「県立クレー射撃場環境対策基本計画」を策定

財源内訳

拡　　充 □ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　引き続き検討を重ねて、出来るだけ早期に供用開始となるよう努めていく。

見　直　し　額

終期の見直し
　２３年度に策定した県立クレー射撃場環境対策基本計画に基づく実施設計業務での地質調査に
おいて、斜面部地盤が当初想定よりも比較的軟弱であることが判明したことから、現在の工法等
を見直すなど検討を引き続き行っていく。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－31－


